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本年 6月門日付法律第81号をもって、 登記事務の電子情報処理組織化等にともない所用 - -
伊の改正が行なわれました。 改正された主な事項は次のとおりです。

◇不動産登記法及び商業登記法の一部を改正す

る法律 (法律第81号) (法務省)

一 不動産登記法の一部改正

1 電子情報処理組織による登記

(可 電子情報処理組織による事務の取扱い

法務大臣の指定する登記所(以下｢指
定登記所｣ という。)においては、 登記

事務の全部又は一部を電子情報処理組

織によって取り扱うことができること

とし、 この場合においては、 登記簿は、
磁気ディスク (これに準ずる方法によ

り一定の事項を確実に記録することが

できる物を含む。 ) をもって調製する

こととした。 (第 151 条ノ 2 関係)

に) 登記情報の公開方法

(1) 何人でも、手数料を納付して、←)

の登記簿に記録されている事項の全

部又は一部を証明した書面 (以下 ｢

登記事項証明書｣ という。 ) の交付

を請求し、 又は、手数料のほか郵送

料を納付して、登記事項証明書の送

付を請求することができることとし

た。 (第 151 条ノ 3第 1項関係)

(2) 指定登記所中別に法務大臣の指定

. する甲登記所の管轄に属する不動産

についての登記事項証明書の交付の

請求は、指定登記所中別に法務大臣

の指定する乙登記所においてもする

ことができることとした。 (第 151

条/ 3第 2項関係)

(3) 何人でも、 手数料を納付して、 H

の登記簿に記録されている事項の摘

要を記載した書面の交付を請求する

ことができることとした。 (第 15l

条ノ 3第 5項関係)

(4) (1)及び(別の手数料の額は、 物価の

状況、 登記事項証明書の交付等に要

する実費その他一切の事情を考慮し

て定めることとした。 (第 161 条ノ

3第 6 項関係)

日 登記事項証明書の効力
登記事項証明書は、民法、 民事執行

法その他の法令の規定の適用について

は、 登記簿の謄本又は抄本とみなすこ

ととした。 (第 151 条ノ 4 関係)

圓) 登記簿の再製

ト)の登記簿に記録された事項が過多

となり取扱いが不便となるに至ったと

きは、 現に効力を有する登記その他の

登記を新登記簿の登記記録に移すこと

ができることとし、 この場合において

は、 前登記簿の登記記録を閉鎖するこ

ととした。 (第 151条ノ 5関係)

囮 アラビア数字の使用
登記事項証明書その他電子情報処理

組織によって作成すべき書面に金銭そ

の他の物の数量、 年月日及び番号を記

載するには、 アラビア数字を用いるこ

鰄業
産
登
登鼾輳の一部改正について
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とができることとした。 (第 151 条ノ

6 関係)

拭0 共同担保目録の作成

登記官は、申請書に共同担保目録を

添付して登記の申請があっ,た場合にお

いて、 電子情報処理組織によって登記

をするときは、 その共同担保目録に掲

げた不動産に関する権利の表示をした

共同担保目録を作成することができる

こととした。 〔第 151 条ノ 7関係)

2 登記簿に記載されている事項等の証明

の制度及び提出された不動産の目録を用

いてする謄抄本の作成の制度の廃止

←) 登記事項に変更がないこと、 ある事

項の登記がないこと又は登記簿の謄本

若しくは抄本の記載事項に変更がない

ことの証明の制度を廃止することとし

た□ (第21条及び第24条ノ 2関係)

□ 登記簿の謄本又は抄本の交付を請求
する者が提出した不動産の目録を用い

て謄本又は抄本を作成することができ

る制度を廃止することとした。 (第21

条ノ 2 及び第24条ノ 2関係)

3 閉鎖登記用紙の保存期間の延長

閉鎖した登記用紙は、閉鎖のR から30

年間-(土地の登記用紙については50年間)

保存することとした。 (第24条ノ 2第 2

項関係)

4 担保権に関する登記の抹消手続の特例

先取特権、 質権又は抵当権に関する登

記の抹消の登記権利者は、登記義務者の

行方が知れず、かつ、債権の弁済期から

20年を経過したときは、 申請書にその期

間経過後に債務の全部を供託したことを

註する書面を添付して、 単独で、 その登

記の抹消を申請することができることと

した。 (第 142条第 3項後段関係)

二 商業登記法の一部改正

1 電子情報処理組織による登記

｣ ) 電子情報処理組織による事務の取扱

　　

鬱 2

法務大臣の指定する登記所 (以下 ｢
指定登記所｣ という。 ) においては、
登記事務の全部又は一部を電子情報処

理組織を用いて取り扱うことができる
こととし、 この場合においては、 登記

簿は、 磁気ディスク (これに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録する

ことができる物を含む。 ) をもって調

製することとした。 (第 113 条の 2関

係)

仁) 登記情報の公開方法

○) 何人でも、手数料を納付して、←)

の登記簿に記録されている事項の摘

要を記載した書面の交付を請求する

ことができることとした。 (第 113

条の 3関係)

(2) 何人でも、手数料を納付して、 H

の登記簿に記録されている事項を証

明した書面 (以下 ｢登記事項証明書｣

という。りの交付を請求し、又は手

数料のほか郵送料を納付して、登記

事項証明書の送付を請求することが

できることとした。 (第 113 条の 4

第 1項関係)

(3) 指定登記所中別に法務大臣の指定

する登記所に備えられた登記簿に記

録されている事項を証明した登記事

項証明書の交付の請求は、 指定登記

所中別に法務大臣の指定する他の登

記所においてもすることができるこ

ととした。 (第 113 条の 4第 2項関

係)

(省 登記事項証明書は、 民事訴訟法、
非訟事件手続法その他法令の規定の

適用については、登記簿の謄本又は

抄本とみなすこととした。 (第員3

条の 4第 5項関係)

同 = 及び姥)の手数料の額は、 物価の

状況、登記事項証明書の交付等に要

する実費その他一切の事情を考慮し

て定めることとした。 (第 113 条の

ー 3 ー
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5第 1頃関係)

日 支店所在地における登記
田 指定登記所中別に法務大臣の指定
する登記所の管轄区域内に本店を付

する会社が、 本店及び支店の所在地

において登記すべき事項について支

店の所在地においてする登記を中請

する場合において、当該支店が指定

登記所中別に法務大臣の指定する他

の登記所の管轄区域内にあるときは、
その登記の中譜は、本店の所在地を

管轄する登記所を経由してすること

ができることとした。 (第 員3 条の

6 第 1項関係)

(2) 田の登記の申請と本店における登

記の申請とは同時にしなければなら

ないこととした。 〔第 n 3 条の 6 第

3項関係)

旧) □)による登記の申請については、
添付書面を要しないこととした。 (

第 113 条の 6第 4 項関係)

{4) (1)の登記の中譜は、 手数料を納付

してすることとした。 (第 113 条の

6第 5項関係)

(5) 包)の手数料の額は、物価の状況、
覇の通知に要する実費その他一切の

事情を考慮して定めることとした。
(第 113条の 6第 6頃関係)

(6) 本店の所在地を管轄する登記所に

おいては、 支店の所在地においてす

る登記の申請につき第24条各号に掲

げる事由があるとき又は燭の手数料

を納付しないときは~ その登記の申

請を却下しなければならないことと

した。 (第 113 条の 7 第 1 項関係)

{7) 本店の所在地を管轄する登記所にお

いては、 (6Mこより刻f下する場合を除き、
本店における登記をしたときは、 遅滞

なく、登記の申請があった旨等を支店

の所在地を管轄する登記所に通知しな

ければならないこととした。 (第 113

条の 7第 2項及び第 3項関係)

(潮 解の通知があったときは、 支店の所

在地を管轄する登記官が登記の申請書

を受け取ったものとみなすこととした。

(第 113条の 7第 4項関係)

2 登記簿の閲覧の有料化

商業登記簿の閲覧は、 手数料を納付して

することとした。 (第lo条及び第13条関係)

三 施行期甘等
1 この法律は、 公布の日から起算して20日

を経過した日から施行することとした。た

だし、 一の 1 の仁)の(2)、 同 1 の脛)、 回 lの

◇≧□、 二の 1 の←)並びに同 l のに)の○、 (2)、

鱒)及び(劫に係る部分は公布の日から起算し

て 1 年を超えない範囲内の H から、 二の 1

のに)の@ )、同 1の園及び同盟こ係る部分は

公布の日から起算して 2年を超えない範囲

内の日から施行することとした。 (附則第

1条関係)

2 不動産登記法及び商業登記法の改正に伴

う他の法律の改正等所要の措置を講ずるこ

ととした。 (附則第 2条から第n 条関係)

◎

で′&、&、こぐソバ.‘.て.‘tしくなで"▼‘ぐK(て、.‘“ぐて促す′ぐて‘“て&で.ぐビーEGぐ.‘■-ムせ"村.‘てしぐで‘&セヱ封.ムtk.T.ぐ“‘で.ぐててk･辛く

貸借対照表
株薦会社の鞭誰薹に関する規則の一部改正"について

附属明細書
企 画 部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

このことについて、 昭和63年 6 月20日付法務省令第30号をもって公布され、 昭和64年↑

月 1 日から施行されます。 改正内容は下記のとおりです。
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省 令
0 法務省令第30号

商法中改正法律施行法 (昭和13年法律第73号)

第49条及び株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律 (昭和49年法律第22号) 第16条

第 3項において準用する同法第13条第 4 項の規

定に基づき、 株式会社の貸借対照表、 損益計算

書、 営業報告書及び附属明細書に関する規則の

･ ! 部を改正する省令を次のようiと定める。
昭和63年 6月20日

法務大臣 林田悠紀夫

株式会社の貸借対照表、損益計算書、 営業

報告書及び附属明細書に関する規則の一部

を改正する省令

株式会社の貸借対照表、損益計算書、 営業報

告書及び附属明細書に関する規則 (昭和38年法

務省令第31号) の一部を次のように改正する。
第12条第 1項に次のただし書を加える。
ただし、 その額が重要でないときは、注記

によることを妨げない。

第15条中 ｢減価償却額｣ を ｢減価償却累計額｣

に改める。

第18条の次に次の 2条を加える。
(リースにより使用する固定資産)

第l8条の 2 リース契約により使用する重要な

固定資産は、 注記しなければならない。ただ

し、 資産の部に計上するものは、 この限りで

ない。

(所有権が留保された固定資産)

第18条の 3 割賦販売等により購入した重要な

固定資産の所有権が売主に留保されていると

きは、 その旨及び代金未払額を注記しなけれ

ばならない。 ただし、他の資産又は他の債務

と区別して記載するときは、 この限りでない。

第23条に次のただし書を加える。
ただし、 その額が重要でないときは、 注記

によることを妨げない。
第35条の 2 を第35条の 3 とし、 第35条の次に

次の一条を加える。

(新株引受権附社債による新株引受権)

第35条の 2 新株引受権附社債による新株引受

権は、 注記しなければならない。
第40条第 1項中 ｢営業取引｣ を ｢取引｣ に改

め、 ｢総額は｣ の下に、 ｢営業取引によるもの

とそれ以外のものとを区分して｣ を加え、 同条

第 2項中 ｢営業取引｣ を ｢取引｣ に改める。
第45条第 1項第 3号中 ｢企業結合の状況｣ の

下に ｢ (その経過及び成果を含む。 ) ｣ を加え、
同項第 7号中 ｢出資の状況｣ の下に ｢ (出資の

比率を含む。 ) ｣ を加える。
第47条第 1項第 6号中 ｢減価償却引当金以外

の｣ を削る。

第48条第 l頃第 1号の次に次の 1号を加える。
1 の 2 リース契約により使用する固定資産

及び割賦販売等により購入した固定資産で

その所有権が売主に留保されているものの

明細
第48条第 1項第 3号中 ｢営業取引｣ を ｢取引｣

に改め、 同条第 4項中 ｢第 l項第 2号又は第 3

号｣ を ｢第 1項第 1号の 2から第 3号まで｣ に

改める。
第49条中 ｢減価償却額｣ を ｢減価償却累計額｣

に、 ｢第35条の 2 ｣ を ｢第35条の 3 ｣ に改
める。

第51条第 3項中 ｢第36条の 2 ｣ を ｢第35条の

3 ｣ に改める。

附 則

(施行期日)

1 この省令は、 昭和64年 1月 1日から施行す

る。

(経過措置)

2 この省令の施行前に到来した最終の決算期

以前の決算期に関して作成すべき貸借対照表、

損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記

載方法並びに公告すべき貸借対照表及び損益

計算書の要旨の記載方法に関しては、この省

令の施行後も、なお従前の例による。

ー 5 -
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建設業法第27条の24第 1項にもとづく
指定経営状況分析機関の指定について

業務研修部

このことについて、 次のとおり指定告示 昭和63年 6 月 28日
れたので、 お知らせします。 建設大臣 越知 イ尹平
建設省告示第 1474 D ヒ ′ *、ゞ 〆 . 食 . ･r1474 号 1 指定経営状況分析機関の名称及び主た

る事務所の所在地 財団法人建設業情報
管理センター

東京都中央区新川 1丁目17番25号
2 指定経営状況分析機関の指定をした日
昭和63年 6月 28日

建設業法 (昭和24年法律第 100号) 第

1項の規定により指定経営状況

指定をしたので、 同条第 4 項に

いて準用する同法第27条の 4 第 1 項の規

に基づき、 次のとおり告示する。

建設業許可申請書等を提出する際の支庁建設指導課
の窓口取扱いの調整について

業務研修部

このことについては、 昨年会報第 160 号 で 87.5 ) をもってお願いしたところですが、 こ
･ 再度、 道土木部管理課から緊急を要する場合を除き協ヵ方要請がぁつたので、 お知ら 鬱します。

記
支庁建設指導課の窓口業務
◎取扱い曜日及び時間
o月曜日から金曜日まで 9 時から16時

o 土曜日 極力申請書の提出は、 遠慮願い
ます。

改訂 1 3 版 建設業法令通達集 (定価 1, 9 0 0 円送料3 0 0 円 )

幻 海額出版社改正後の建設業法関係法令及び通達
を網羅した最新版が出ました。
右記書店へ直接お申込みください。

札鼠礬嫌所
◎062 札幌市豊平区平岸2条l2丁目1 節“=協ピル
電 話 (0l1)8l2-198O F A X (0l亀潟14‐5156

本 社 6 l粥派京都世田谷区網温水l-7-= 鷺雁@ " 321- 4131(代)
筥辯頭 仙 台 ･ 東 京 ･ 名言症 ･ 六 錠 ･ 広 角 ･ 鈷 同
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《入札参加資格審査申請書 (指名願) を提出される皆様へ》

指名願の内容が変わります

道庁では昭和64年度に北海道が発注する、 建設工事及び設計等の競争入札参加資格審査申

･
請 (指名願) の手続きの時期及び方法等について、 次のように改めることを検討しています。

第鵞 資 格 審 査 の 基 準 日

1 建設工事 … 昭和 6 3 年 l o 月 1 目
2 設 計 等 … 昭和 6 4 年 1月 1 日

;☆ 建設工事については、建設業法の改正により経営事項審査 (経審) の基準日が10ミ

: 月 1 日となったので、 資格審査の基準日もこれに合わせることになります。 しかし、i

: 設計等については、 従前と同様に 1月 1 日とします。

●
第2 資格審査の受付期間

1 第 l回 … 昭和 6 4 年 1月 l 7日 (火) から 1月 2 6 日 (木) まで

2 第 2回 … 昭和 6 4 年 2 月 6 日 (月) から 2月 1 5 日 (水) まで

: :
;☆ 申請はあくまでも I回限りです。 したがって、 第 1 回に申請して第 2 回で追加申 :　 　
: 請をすることはできませんので、希望する種別や希望する土現 ･支庁等をよく考慮 ;: :
: して申請してください。

また、 申請件数が非常に多く、特に受付期間の終わりは窓口の混雑が予想されま :

; すので、 できるだけ早めに申請をしてください。

: (支庁では、 この期間内に別途区分して日程を定め、受付ける場合があります。 )

ー 7 -
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第3 資 格 要 件 等
1 建設工事の場合

(1) 許 可 … ｢建設業法による許可を受けていること｣ が必要です。

(2) 営業年数 … 許可を受けてから ｢引き続き 2 年以上その事業を営んでいること｣ が
必要です。 ただし、 昭和 6 1 年 1 0 月から 1 2 月までに許可を受け、 引

"き続きその事業を営んでいる場合は、 昭和 6 4 年に限り申請を受付けま
す。

(釛 経 審 … 建設業法により ｢建設大臣又は都道府県知事の行う経審を受けている
こと｣ が必要です。また、 申請書には経審結果通知書の添付を必要とし
ますので、 経審の手続きを早めに行ってください。

割 完 工 高 … 経審において ｢工事種別に対応する完成工事高があること｣ が必要で
す。 ただし、 昭和 6 2年度及び昭和 6 3 年度に有資格者となっている場
合は、 昭和 6 4 年度に限り申請を受付けます。

;‐‐‘‐‐‐" ･‘‐'‐…‐…‐“･･･"‐"‐…‐･･.“‐"‐…‐･･"‐…‐… …･･…… " …“… ･･……‐………‐……‐" " … '…‐"‐…

!☆ 今回の法令の改正で 指 名願を提出するには、必ず工事種別に対応する ｢経審｣ !
を受けていなければなりません。 また、 建設工事は年々その内容の大型化、 複雑 ;
化が進んできており、特に、公共性のある施設や工作物に関する建設工事の競争 ;
入札参加者は、資力 ･信用、技術 ･施工能力等 ｢技術と経営に優れた建設業者｣ ;
であることが求められています。
このようなことから、 完成工事高を資格要件に加えて、 より優良かっ適格な建 :
設業者の参加を期待しています。

･÷‐" "‐‘‐‐‐.‐……… " …‐……………………………………………………………………………… ･･!

◎

2 協同組合等の場合

建設工事を希望する協同組合~ 企業組合及び協業組合 ( ｢協同組合等｣ という。 ) につ
いては、 ｢基本的には建設工事の資格要件を満たしていること｣ が必要です。
ただし、通産局長が行う官公需の受注に係る適格組合証明を受けている者 ( ｢′官公需適
格組合｣ という。 ) については、 営業年数は必要ありません。
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3 設計等の場合
御 登 録 … 測量を希望する者は ｢測量法による測量業者の登録｣、また、建築設

計 (建築設備のみの設計を業とする者は除く。 ) を希望する者は建築士

法による ｢一級又は二級建築士事務所の登録｣ を受けていることが必要

です。

(2) 営業年数 … 現在は ｢引き続き 1年以上その事業を営んでいること｣ を必要として

いますが、 今後、 これを ｢引き続き 2 年以上その事業を営んでいること｣

◎
に改めることを検討しています。

圏 事 業 高 … ｢希望する種別に対応する事業高があること｣ が必要です。

毬 資本金又は残業員数
｢資本金込箱滋万円以上又は従業員 3人以上であること｣ が必要です。 ただ-広野昭和

6÷÷年度及び。苺本丹6 3 年度‘て有資格者しね ,率い者議場合せまで÷昭希冊げ性メ年度斗部長け申請を‐

受付けます。

.･･.･･.･･.･･.･･.'‐.･･.･'‐･･.'‐‐‐･.･'‐･･.･･.･･.･･.･‘‐･･.･‘‐･･.･･.･･.･･.･･.･･.･････‘‐･･.･･.･･.･･.･･.･･.･･.･･.･･.･･･

:☆ 設計等の業務は、建設関連業として建設工事の基礎的分野を担当し、その成果品等 :

: はますます精度の高いものが求められています。 また、 これらの業務内容は年々複雑 :

: かつ多岐に亘り、発注規模も増大傾向にあるので、 施設や設備等も一定の規模が要求 :

; されています。
･ このように、委託業務の高度化が進む中で、資力 ･信用、 施工能力及び経験要素等 :

◎ ; を重視する観点から ｢営業年数｣、 ｢事業高一及び ｢資本金｣ の資格要件の変更を検 !

; 討しています。

第4 資 格 審 査 の 再 申 請

競争入札参加資格者が次のいずれかに該当したときは、再度、資格審査の申請をすること

になります。

1 競争入札参加資格者の営業が相続、合併及び譲渡により移転され又は競争入札参加

資格者が、協同組合等を設立した場合。

2 協同組合等である競争入札参加資格者が、その構成員を変更した場合。
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第5 手引書 及 び 説 明 会

手 引 書
競争入札参加資格申請 (指名瀬)のための手引書及び申請用紙は、 l o月下旬に発行
る予定です。 詳細の説明及び記載方法等については、 この手引書に従ってください。

説 明 会
競争入札参加資格申請 (指名順)についての説明会を、 1 1月中旬から 1 2月にかけ

･全道各地で開催する予定です。

設業経営審査聴音及び経営状況分析申請
の記名押印箇所の指定について

業務研修部

お月法律第 6 9号をもって建設業法 ましたのでお知らせします。
部改正が行われ (昭和6 3 年 6月 6

の 、 引続いて本年に至り、 同施行令、 記
-規則iが交布され、 これにもとづき今 8籟轢雍秀麗講書}右下欄外とするら標記申請書を提出することになりま

この申請書こ記戦する行政書士の ｢ 注 経営状況分析申請書については、 。
る箇所｣ について道土木部管理 (財) 建設業情報管理センターも了
したところ下記のとおり決定され 承済であることを申添えます。

建設業関係 ｢報酬額の運用要領｣ の…部
追加補正について

企 画 部

又の建設業関係法令の一部改正にと 営状況分析｣ が加えられたことにより、 そ
、、新たに、｢経営事項審査｣ 及び ｢経 れぞれ申請書を道 (支庁建設指導課) 及び
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建設業情報管理センターに申請をすることに

なったため、 これ等についての報酬I額の運

用要領の追加補正を致しましたのでお手元

にある ｢報酬額の運用要領｣ の 1 9頁を差

し替えて御活用願います。 (注、会報と一緒

に送付しました。 )

なお、 ｢指名願｣についても、建設業関係

については、 経営審査を受けていないもの

は、 受理されないことになります。 運用要

領の 2 0 頁に掲げてある ｢ 8 ･ 道 ･ 市町村

関係建設工事入札参加資格審査申請書｣

については l 0月下旬に道が作成する手引

書により検討しなければならない場合も予

想されることを申添えます。

留 意 事 項

行政書士がその職務を遂行するために ｢

戸籍謄本及び住民票写し等｣ を請求するに

当たっては、 不正防止のため、 本会で作成

した ｢戸籍謄本、住民票写し等職務上請求

書｣ (以下 ｢統一用紙｣ という) を使用し

ていただくこととし、 現在に至っておりま

す。

これは、 法務省 ･ 自治省及び日行連の指

導によるものでありますが、 日行連から最

近ある行政書士会において一会員に対し何

十冊もの統一用紙を頒布し、 これをこの会

員が乱用しているとの報告があったことに

鑑み、 今後、 この取扱いについては、 次の

ような措置をとることにしましたので御了

承下さい。
1 本会のとる措置

① ｢統一用紙｣ ( 1冊50部綴り) の有償

頒布は、 ÷人一回につき 5 冊以内とし

ます。

② 会員自身又は、届出のあった補助者
以外の方には、 有償頒布いたしません。
2 会員へのお願い

① ｢統一用紙｣ を使用して戸籍謄本又
は住民票写し等を請求する際は、必ず

使用目的を記載して下さい。
② 受託事件に関して、 ｢統一用紙｣ を
使用した場合は、その旨を行政書士法

第 9条による帳簿 (事件簿) 若しくは

統一用紙控に記録し必ず 2年間は保存

して下さいo

③ 戸籍法並びに住民基本台帳法の精神
を尊重され、 疑いを受けることのない

よう取り扱いには十分注意して下さい。

戸籍謄本、偉民票写し等職務上請求書の取
り扱いについて

総 務 部
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昭和63年度支部定時総会開催状況

総 務 部

各支部は次のとおり支部総会を開催し、 63年度事業を推進しています。

支 部 名 理月讐 開 催 場 所 役員改選による支部長の異動 出席人員

札 幌 6 3. 5. 10 ホテル アカ シヤ な し
366 名

( 297 )

函 館 6 3 . 4 . 2 3
函館市
湯元 啄木 亭 な し 55

( - )

小 椋 6 3. 5. 14
小樽市
ニュー三幸

な し 59
( 39 )

空 知 6 3 . 6 . 5
岩見沢市
ホテル サンブラザー

な し 86
( 49 )

旭 川 6 3. 5.22
旭川市
大雪会館会議室 古 屋 福 治〔再) 94

( 55 )

留 萌 6 3. 6.29
留萌市
消費生活センター

な し 17
( 6 )

宗 谷 6 3. 5. 14
稚内市
ホテル 宗 谷 川 村 大 陸 (再) 11

( 4 )

網 走 6 3. 6.25
北見市
ビッツアー クホテノレ

な し 代議員
18

室 蘭 6 3. 5. 14
室蘭
大
市
将 な し

22
( 17 )

苫 小 牧 6 3. 5. 19
苫小牧市
ホテル ニュー王子

な し
36
( 17 )

日 高 6 3 . 5 . 7
新冠町
ホテル トド岩 進 藤 良 次 (再)

11
( 5 )

-十 勝 6 3. 5,20
帯広市
ホテル 若 松 堀 口 登志雄 (再) 97

( 58 )

釧 路 6 3 . 6‘ 25
釧路市
栄町会館 遠 藤 屏 (再)

43
( 25 )

根 室 6 3.6. 18
中標津町･
中標津保養所 な し 12

( 2 )

〔注〕 出席人員の ( ) 内は、委任状による出席者数を示す。

◎
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= 支 部 の つ ご き =
支 部 研 修 会 開 催 状 況 注 ( 凋ま通知人員

支部 月日 場 所 研 修 科 目 講 師 受 講
者 数
研 修
種 別

札幌 63
6 / 18
教育文化会館
大研修室

建設業許可中譜と決算報告書
の作成

石狩支庁建設指導課
審査係長 山月. 敏夫

主 事 山本みどり
近藤 久史

127名

( 583 ) 一般

ノン 7 / 27 同 上 相続と遺言 弁 護 士 諏訪 格滋
83

( 584 )
ノン

函館 6 / 28 五島軒駅前 相続と遺言 公 証 人 橋立賢太郎
33

( 152 )
メソ

小樽 6 / 25
小樽ビジネス
アカデいミー

ワープロ操作 本会監事 野坂 房市
12

( 70 )
ノノ

ノン 7 / 30
K K ロアーノレ

会議室
賃貸契約書作成 公 証 人 葛井 義雄

L3

( 69 )
′′

メン 8 / 23 倶知安町小倉家
建設業許可申請及び

決算報告 支部理事 大野 勝利
24

( 69 )
ノン

旭川 8 / 22
旭川市
神楽福祉センター

医療法人設立の解説 文部会員 渡辺 敬愛
14

( 137 )
メフ

宗谷 8 / 25 稚
内市
道北産経会館

雇用安定のための
職場適用訓練

宗谷支庁商工労働課
主 事 高村 宏

7

( l2 )
′′

室蘭 7 / 9 フoラ サ、ホ テノレ 告訴 ･告発 副支部長 柴田 政夫
lo

( 55 )
Zソ

メゾ 8 / n ノン
行政書士の心構えと

業務一般
支 部 長 村上 清
副支部長 柴田 政夫

3

( 4 )
新入会
員研修

釧路 8 / 27 釧
路中
厚生年金福祉会館 民法 ･戸籍法 ･家事審判法

釧路法務局
戸籍課長 足立 一男

16

( 6 1 ) 一般

●

ご せ い 去

ここに謹んで、 ご冥福をお祈りします。

支 部 名 会員番号 氏 名 タビ亡年月日

札 幌
(札幌市以外)

2, 223 志 和 正 様 6 3 . 5 . 13

( " )
332 青 山 繁 信 様 6 3 . 7 . 2

十 勝 299 高 橋 直 義 様 6 3 8 . 9

網 走 2 , 4 9 7 堀 内 慶 一 様 6 3,8. 30

十 勝 376 渡 辺 昭 様 63,9. 12
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= 本 会 の 主 要 行 事 =

月 日 行 事 名 時 間 開 催 場 所

7 / 20 総務部 ･登録調査委員会合同会議 13 : 00 ~ l7 : 0O 本会会議室

ノン / 21 経理事務打合せ 13 : 00 ~ 17 : 0O メソ

名ゾノ26 支部長協議会 13 : 00 ~ 15 : 30 ホテル新定山渓

" / " 第 3回常任理事会 13 : 0 0 ^) 15 : 3 0 メソ

" / " 第 2回支部長会 15 : 30 ~ 17 : 0 0 ノン

" / 27 メソ 9 : 30 ~ 12 : 00 イン

8 / 4 第 2回業務研修部会 10 : 0 0 () 17 : 00 本会会議室

′′ / 19 監察強調月間に伴う関係団体協力要請 13 : 00 ~ 16 : 0 0

協力要請団体
道商工会議所連合会
道商工会連合会
道食品衛生協会

" / 30 建設業情報管理センターとの事務打合せ 16 : 0 0 () 17 : 00 建設業情報管理センター

′′ / " 登録調査委員会 16 : 00 ~ l7 : 00 本会会議室
6

9 / 5
7
全国監察担当者会議

9/6 13 :00 ~ 17 :00
9/7 10 :00 ~ 12 :00

日行達地下会議室

9
“ / '
10
←｣ nv 日[ ｣{′ “ “[ 一･メふ

lh↓= ^ 【Jタヘ.′/:′--ロリヱヌ
9/9 10 :0 0 ~ 17 :0 0
9/lo lo :00 ~ 13 :00 本会会議室

" / “ 函館支部専門者交流 13 : 00 ~ 20 : 0 O 駅前拓銀ビル ｢五島軒｣

●

◎

- お 知 ら せ -

0 綱紀委員長の異動について

綱紀委員長として大変ご活躍されました佐々木四郎殿には、 このたび辞任され、昭和

6 3 年 9 月 2 1 日開催の第 2 回綱紀委員会において、 宇野雄一郎委員が委員長に選任さ

れました。
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日高支部長の進藤良次先生の事務所が、
本年 8月 29日付をもって移転されました。
これにともないロ高支部の事務所も下記

のとおり変更になりました。

(新) 静内郡静内町御幸町 4丁目

2 番38号
鰺 進藤良次行政書士事務所内

(旧) 静内郡静内町青柳町 4丁目

59番地の 2

進藤良次行政書士事務所内

- お 願 い --

会費納入について

昭和63年度第 2期分 (7 ~ 9月分) の納

入期日がすぎております。未納の方は至急

納入されますようお願い致します。
なお、 第 3 期分の納入期日 (10 ~ 12月)

は10月末日までとなっております。 事務整

理の都合もありますので期日までに納入さ

れますようお願い致します。

翻

会報 ｢行政ほっかいどう｣ の
表紙用 写真 (ヵラ- '白黒を問わず)

の提供についてのお願い

今や行政書士会は、流動期を迎えており、
我が会も然り私ども編集部員は、一同これ
に対応すべく、会員皆様に愛される会報づ
くりに全力投球いたしております。
つきましては、 本号より ｢ふるさと紀行｣

として各支部周辺の名所、 古跡、観光地等
の紹介コーナーを設けたいと企画いたして

おりますので、 皆様方のご協力をお願い致

します。
本月号には、函館市内女子修道院 (トラ
ピスチヌ) を表紙に使用させて頂きました。

(会報編集担当)

表 紙 の 説 明

トラピスチヌは、 函館市内湯の川温泉街

東北約 3キロ程の高台にある清楚な女子修

道院、 赤レンガ造りの異国情緒あふれる洋

風建物と周辺の牧歌的環境がよく似合う。
院内では自営自活のための祈りと農耕の日

々を送っているとのこと、 特に院内で生産

されるバターやバター飴、 それにクッキー

は観光みやげ品としても全国的に知られて

おります。

(撮影者)
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｢川越して宿をとれ｣

川止めにあってしまうと旅が遅れるの

で、 川を目前にしたら、 とにかく渡っ

てしまってから宿をとれ。

困難を目前にしたときに、 後廻しにし

てはかえって難儀するかもしれない。

後廻 uこしてはいけないというたとえ。

編集後記
8 月末金道を襲った大雨は、 各地で家屋
の浸水、 あるいは農地の流出など大きな被

害をもたらしました。被災地の会員の中に
は、 住宅や事務所が水に漬るなどの被害を

受けられた方もいらっしゃると伺っており
ます。
復旧までには、 まだ相当の日数がかかる

と存じますが、一刻も早い復興をお祈り申
し上げます。
又、早々に被災地の留萌支部長の捻金昭 .二先生と空知支部長の新川司先生より、大
変ご丁寧な見舞の返礼を頂戴いたしており
ます。
最後になり恐縮いたしますが、 重ねてお

見舞を申し上げるとともに、 会員皆様のお
元気な姿でのど活躍をご期待巾し上げます。

(会報編集担当者一同)

◎ 幹事長の異動について
日政連道支部発足以来、政連活動に大変ご活躍されました幹事長佐々木四郎殿に
は、このたび辞任され、 次期幹事会までの間、後平副支部長が幹事長事務取扱をす
ることになりました。

◎ 会費納入についてのお願い
ご存知のよ効こ本支部は 北海道行政書士会の会員をもって組織されています ･診(支部規則第5条第 1･弓) 行政書土の皆さん全員が是非政運会費の納入をお願い致しま

す。
年 会 費 3 , 0 0 0 円

振替貯金口座 小樽 4 - 2 4 2 4 1

※ 振替用紙は政連北海道第 8号 ( 63. 7. 25ロ発行) に同封致しましたのでご利
用下さい。

' 8 8 . 9 第 L6 8 号 昭和 6 3 年 9 月 25日発行

札幌市中央区北 1条西 7丁目 (西向) タキモトビル 3陪

惹鰍 最向寺糸止毒 藁 ゞ表泥中 21一1221

　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　振替□座 小 椋 3 一 8 2 2 4 番

ことわざ辞典


